
熊本県情報公開審査会答申の概要 

（平成２１年９月１６日付け答申第１０１号） 

 

１ 事案の概要  

Ｈ２０．１．１６    異議申立人 熊本県情報公開条例（以下「条例」）に基づき、熊本県知事（以

下「実施機関」）に対し、次の文書を開示請求。 

 

○都市計画道路春日池上線整備工事に伴う特定者に対する用地買

収金額の基礎となる１㎡単価の算定式一式並びに動産移転料

の査定額一式及び仮移転額等（以下「本件請求文書」） 

 

Ｈ２０．１．３０   実施機関   存否応答拒否による不開示決定（条例第１０条適用）。 

 

Ｈ２０．２．１４   異議申立人  本件不開示決定を不服として異議申立て。 

 

Ｈ２０．２．２７   実施機関   熊本県情報公開審査会に諮問（諮問第１４２号）。 

 

２ 当事者の主張の趣旨  

（１）異議申立人 

   実施機関が開示拒否をしたことには理由がなく、全面開示を求める。 

   自分は実施機関が提示した補償金額等を知り得る立場であったし、存否応答拒否に

は該当しない。 

   実施機関が算定した補償額は不当である。 

（２）実施機関 

   用地交渉の進捗状況及び補償内容は、これを公にすることにより、地権者との信頼

関係を著しく損ない、実施機関の当事者としての地位を不当に害するおそれがある

（条例第７条第６号イ該当）。 

また、本件請求文書の存否を答えるだけで、用地交渉の進捗状況及び補償内容が明

らかとなり、不開示情報を開示することとなるため、本件請求文書の存否を明らかと

しない不開示決定とした（条例第１０条適用）。 

 

３ 審査会の判断  

（１）本件請求文書の存否を答えることにより、補償額を算定しているか否か（以下「補

償額算定の有無」）及び用地交渉を行っているか否か（以下「用地交渉の有無」）

が明らかとなる。 
（２）補償額算定の有無及び用地交渉の有無が明らかとなれば、地権者に実施機関に対

する不信感が生まれ、そのことによって、実施機関が土地売買等に関する契約を締

結することができなくなるなどのおそれがある。そして、このことは、当該工事の

他の地権者及び他の道路工事等の地権者との用地交渉においても同様である。よっ

て、これらを公にすることにより、県の当事者としての地位を不当に害するおそれ

があると認められる。 
（３）以上のとおりであり、本件請求文書の存否を明らかにすることにより、条例第７

条第６号イに該当する不開示情報を開示することとなるため、条例第１０条の存否

応答拒否を適用し、不開示決定とした実施機関の判断は妥当である。 
（４）異議申立人が補償金額等を知り得る立場にあったとしても、そのことは、当審査

会の判断に影響を与えるものではない。 



 
 

 

諮問実施機関：熊本県知事 
諮問日   ：平成２０年２月２７日（諮問第１４２号） 
答申日   ：平成２１年９月１６日（答申第１０１号） 
事案名   ：用地取得単価及び移転補償の根拠資料の存否応答拒否に

よる不開示決定に関する件 

 

答     申 

 
第１ 審査会の結論 

熊本県知事（以下「実施機関」という。）が平成２０年１月３０日に行

政文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は妥当である。 

 
第２ 諮問に至る経過 
１ 平成２０年１月１６日、異議申立人は、熊本県情報公開条例（平成１２

年熊本県条例第６５号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき以

下の内容が記載された行政文書（以下「本件請求文書」という。）の開示

請求を行った。 
   都市計画道路春日池上線整備工事に伴う、○○○○○○○○に所在す

る○○○に係る補償金に関する 
（１）用地買収金額の基礎となる１㎡単価○○○○○○円の算定式一式   
（２）熊本県査定額が○○○○○○○円となっている動産移転料に係る 
  １）項目別移転料の査定額一式 
  ２）○○○○○○○○○の 

・ 仮移転額 
・ 再据付け額等 
・  再据付けの際の○○○○○○○等 

３）査定額の根拠となった事例一式 
 
２ 平成２０年１月３０日、実施機関は、この請求に対し、本件請求文書は、

その存否を答えるだけで不開示情報を開示することとなるので、条例第 

１０条に該当することを理由に、本件請求文書の存否を明らかにしないで

当該請求を拒否するという不開示決定（以下「本件不開示決定」という。)

を行った。 

 

３ 平成２０年２月１４日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法

律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して本件不開示決定

を不服とする異議申立てを行った。 
 
４ 平成２０年２月２７日、実施機関は、この異議申立てに対する決定を行
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うに当たり、条例第１９条第１項の規定に基づき、当審査会に諮問を行っ

た。 

 

第３ 異議申立人の主張 

１ 異議申立ての趣旨 

  実施機関が条例第１０条を根拠に開示拒否をしたことには理由がなく、

全面開示を求める。 

 

２ 異議申立ての理由 

  異議申立ての理由は、概ね以下のとおりである。 

（１）私は、熊本県提示補償金額等を知り得る立場であったし、熊本県等の

情報を共有し、○○○の再築新築計画に参画していた○○○○の一人と

して、○○○への説明責務の一端を担う者との認識で情報開示請求を行

い、一連の問題点等の分析審議の一助としている。今までも地権者とは、

情報を共有しての再築新築工法での合議を続けていたので、条例第１０

条の存否応答拒否には該当しない。 

（２）○○○が、○○○○○○○○○○○○○○○○○を配布したのは、血

税資金による補償交渉の過程で、熊本県補償交渉人が、○○○交渉人へ

の補償額の提示にあたり、説明不足・何らかの過失・不作為等の要因が

作用し、不安感を募らせた結果だと推測する。 

（３）近隣地の用地取得単価が○○○○円であるのに、○○○の単価が何故

○○○○円なのか理解できない。○○○に差額○○○○円余の損失を与

える補償金を提示しながら、開示拒否の決定をして隠蔽を図る行為は、

社会通念上妥当な補償になるよう適正に運用するという補償交渉理念と

は程遠く、「不遵法」の非難は免れない。格差を付けて、血税納税者に

再度負担を強いる熊本県政の杜撰さや悪政の公共事業に憤りをおぼえ

る。 

（４）○○○の動産移転料は○○○○○○○円となっており、「○○○○○

○の仮移転・再据付け等・○○○○○○○等」の業者見積もり○○○○

○円との格差に驚いている。あまりに高額の補償差損について、熊本県

に対し説明責任を要求するのは、理の当然であり、国民の知る権利の行

為である。 

 
第４ 実施機関の説明要旨 

１  条例第７条第６号イ該当性（事務事業支障情報） 

用地交渉は、事業に必要な土地を取得するため、地権者に対し事業概要

や効果を説明して土地の引き渡しを説得するものであるが、中には、理解

がなかなか得られなかったり、隘路が解消されずに交渉が長期化するケー

2 



 
 

 

スもある。 

このような場合、地域において、「ごねているのでは？」、「無理な要

求をしているのでは？」といった地権者を誹謗中傷するような誤解や憶測

が流れることがよくある。 

そのような誤解や憶測は地権者にとって不愉快極まりないものであり、

こうした状況にならぬよう、用地職員は細心の注意を払いながら用地交渉

業務に従事している。仮に、県が、交渉過程で用地交渉の進捗状況及び補

償内容を公にしたことにより、そのような風評が生まれたり、拍車がかか

ったとすれば、たとえ情報開示と風評被害に因果関係があろうとなかろう

と、被補償者の県に対する不信感が間違いなく生まれ、相互信頼関係を大

きく損ねることとなってしまう。 

本件請求文書は、都市計画道路春日池上線整備工事の事業用地となる土

地の価格や、工事の施行に伴い支障となる建物等に対する補償に関する資

料であり、このような情報の存否を答えることは、個々の用地交渉の進捗

状況及び補償内容を公にすることにつながり、本県と地権者との信頼関係

を大きく損なうおそれがある。 

ましてや、今回の開示請求者は、補償額を特定して開示請求しており、

このような文書の存否を答えることは、補償額が明らかになってしまうこ

とから、地権者が県に不信感を抱き、地権者と県の相互信頼関係を大きく

損ね、その後の地権者との用地交渉業務に多大な支障が生じることは明白

である。 

用地取得という事務の中心をなす用地交渉の最中に、当事者であり、か

つ、当該事務を適正に遂行すべき責任を担う県が、たとえ僅かであっても

リスクを背負うような選択をすることはあってはならない。 

以上のとおり、用地交渉中に用地交渉の進捗状況及び補償内容を公にす

るという県の行為は、地権者との信頼関係を著しく損ない、県の当事者と

しての地位を不当に害し、当該事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あったため、条例第７条第６号イに該当する不開示情報と判断した。 

もし仮に、交渉の過程であっても、その内容等が公にされることとなれ

ば、今後、他の権利者、他の事業においても、県の用地買収交渉に対する

抵抗感が生まれ、用地取得事務の適正な執行に支障が生ずるおそれがあ

る。 

 

２ 条例第１０条該当性（存否応答拒否） 

本件請求文書の存否を答えることは、建物等調査の実施状況や、補償金

の算定状況などの用地交渉の進捗状況及び補償内容を公にすることとな

り、不開示情報を開示することとなるので、条例第１０条に該当し、行政

文書の存否を明らかにしない不開示決定とした。 
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異議申立人は、熊本県提示補償金額等を知り得る立場であること等から、

条例第１０条の存否応答拒否には該当しないと主張するが、何人に対して

も等しく開示請求権を認める一般的な開示請求権制度の下では、開示請求

者が何人であるかによって、又は開示請求者が開示請求に係る行政文書に

記録されている情報について利害関係を有しているかなどの個別的事情

によって、当該行政文書の開示、不開示の判断が変わるものではない。 

  
第５ 審査会の判断 

当審査会は、異議申立人の主張内容及び実施機関の説明内容に基づき、

本件不開示決定の妥当性について審議した結果、以下のように判断する。 
 

１ 公共事業における用地取得について 

（１）用地取得事務 

公共事業の施行に伴う用地取得事務は、実施機関が買収対象地の所有

者等（以下「地権者」という。）や地元住民等を対象として事業計画に

関する説明会を実施した後、地権者と個別交渉を行い、土地売買等に関

する契約を締結するという形で行われている。 

一般に、用地交渉とは、事業用地を取得するために地権者に対して行う、

①事業概要説明 ②建物等の調査 ③補償内容の説明 ④補償額の提示

及び買取申し出、など用地を取得するに当たって行われる様々な業務の

中で、地権者と接触する行為をいう。 

（２）用地代金及び補償金の算定 

用地代金及び補償金の算定に関しては、以下に記載する補償基準等（以

下「補償基準等」という。）に基づき行っている。 

① 「熊本県の土木工事の施行に伴う損失の補償基準」（昭和３８年７

月２５日付け監第２０７３号） 

② 「熊本県の土木工事の施行に伴う損失の補償基準の運用方針」（昭

和３８年７月２５日付け監第２０７３号、平成２０年２月１２付け用

対第３３６号で「熊本県の土木工事の施行に伴う損失の補償基準細則」

に改正） 

③ 「損失補償基準標準書」（毎年度改訂） 

次に、具体的な算定の方法についてである。 

用地代金は、取得する事業用地の面積、形状等を調査し、近隣に存在

する地価公示地等の標準地と当該事業用地を比準する等の補償基準等に

より算定されている。 

補償金は、取得する事業用地に建物、工作物、動産或いは立竹木等の

事業に支障となる物件が存在する場合、当該支障物件を移転等させる必

要があるため、これらの個別調査を行い、補償基準等に基づき算定され
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ている。 

 

２ 条例第７条第６号及び条例第１０条の規定について 

（１）条例第７条第６号は、不開示情報として次のように規定している。 

県の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政

法人若しくは公社が行う事務又は事業に関する情報であって、公にする

ことにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 略 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県又は国、独立行政法人等、

他の地方公共団体、地方独立行政法人若しくは公社の財産上の利益又

は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ～オ 略 

同号は、県の機関等が行う事務又は事業に関する情報の不開示情報とし

ての要件を定めるものである。 

（２）条例第１０条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が

存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなる

ときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開

示請求を拒否することができる」と規定している。 

同条は、一定の場合に、実施機関が、行政文書の存否自体を明らかに

しないで、開示請求を拒否することができることを定めるものである。  

 

３ 条例第７条第６号イ該当性及び条例第１０条適用の妥当性について 

（１）存否応答拒否の考え方について 

実施機関は、本件開示請求に関して、条例第１０条の規定（存否応答

拒否）を適用して不開示決定としているので、まず、一般的な存否応答

拒否の考え方について説明する。 

通常、開示請求に係る行政文書が存在していれば、開示決定、部分開

示決定又は不開示決定を行い、存在していなければ不開示決定を行うこ

とになる。したがって、行政文書の不存在を理由とする不開示決定の場

合以外の決定では、原則として行政文書の存在が前提となっている。  

しかしながら、開示請求に係る行政文書の存否を明らかにするだけで、

条例第７条各号の不開示情報を開示することとなる場合があり、この場

合には、行政文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否することが

できる。  

例えば、特定の個人の名を挙げて、その病歴情報が記録された文書の

開示請求があった場合、当該行政文書に記録されている情報が不開示情

報に該当するので、不開示であると答えると、当該個人の病歴の存在が

明らかになってしまう。また、当該行政文書について不存在による不開
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示決定であると答えると、当該個人の病歴の不存在が明らかになってし

まう。ある個人の病歴があるか否かは、個人情報であると考えられるこ

とから、当該行政文書の存否を答えることにより、個人情報という不開

示情報を開示することとなる。 
このような特定の者又は特定の事項を名指しした請求の場合などに、

本規定は適用される。 
（２）本件における存否応答拒否適用について 

本件において請求されている文書は、特定の用地代金１㎡単価の算定

式及び特定の動産移転料額の項目別内訳等具体的な補償内容を記載する

ものとされている。       
この請求に対して、実施機関は、本件請求文書の存否を答えるだけで、

用地交渉の進捗状況及び補償内容が明らかとなり、そのことから、地権

者との信頼関係が損なわれ、用地取得事務に関して、実施機関の当事者

としての地位を不当に害するおそれがあるため、条例第７条第６号イに

規定する不開示情報を開示することとなるという理由から、条例第１０

条に基づき存否応答拒否を行っている。 

しかしながら、本件において、条例第１０条に基づく存否応答拒否適

用の妥当性を考えるに当たって、明らかとなるか否かを検討する必要が

あるものは、上記（１）で存否応答拒否の考え方を示したとおり、実施

機関が主張する用地交渉の進捗状況及び補償内容ではなく、補償額を算

定しているか否か（以下「補償額算定の有無」という。）及び用地交渉

を行っているか否か（以下「用地交渉の有無」という。）である。 

よって、以下の点について検討する。 

① 本件請求文書の存否を答えるだけで、補償額算定の有無及び用地交

渉の有無が明らかになるか否か。 

② 補償額算定の有無及び用地交渉の有無は、公にすることにより、条

例第７条第６号イに規定する不開示情報に該当するか否か。 

なお、本件開示請求に係る補償額算定の有無及び用地交渉の有無は、

県が行う用地取得業務に関する情報であり、条例第７条第６号前段に規

定する県の機関等が行う事務又は事業に関する情報並びに同号イ前段に

規定する契約及び交渉に関する事務に関するものに該当する。 

（３）補償額算定の有無について 

① 本件請求文書の存否を答えるだけで、補償額算定の有無が明らかと

なるか否かについて 
本件請求文書は、特定の用地代金１㎡単価の算定式及び特定の動産

移転料額の項目別内訳等具体的な補償内容を記載するものとされて

いる。従って、このような文書の存否を答えることにより、補償額

算定の有無が明らかとなると認められる。 
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② 補償額算定の有無は、公にすることにより、県の財産上の利益又は

当事者としての地位を不当に害するおそれがあるものに該当するか否

かについて 

一般的に、不動産の売買については、当事者双方の信頼関係を基礎

としてその契約が締結されるため、実施機関が事業用地として用地を

取得する際も、地権者との信頼関係を築くことは、契約を締結する上

で重要な要因と考えられる。 

従って、補償額算定の有無を公にすることとなれば、地権者に実施

機関に対する不信感が生まれ、そのことによって、実施機関と地権者

との信頼関係が損なわれる可能性がある。 

そして、このことは、当該工事に伴う一連の用地取得に係る他の地

権者との用地交渉や他の道路工事等に伴う地権者との用地交渉におい

ても同様である。 

③ まとめ 

以上のとおり、本件請求文書の存否を答えるだけで、補償額算定の

有無を公にすることとなると認められ、補償額算定の有無は、それを

公にすることにより、実施機関が土地売買等に関する契約を締結する

ことができなくなるなどのおそれがあり、実施機関の当事者としての

地位を不当に害するおそれがあると認められるため、条例第７条第６

号イに規定する不開示情報に該当すると認められる。 

（４）用地交渉の有無について 
① 本件請求文書の存否を答えるだけで、用地交渉の有無が明らかとな

るか否かについて 
本件請求文書は、特定の用地代金１㎡単価の算定式及び特定の動産

移転料額の項目別内訳等を記載内容とするものとされており、地権

者と用地交渉を行い、土地及び建物等の調査を行うことによって算

定又は作成される性質のものである。このような文書の存否を答え

ることにより、用地交渉の有無が明らかとなると認められる。 
② 用地交渉の有無は、公にすることにより、県の財産上の利益又は当

事者としての地位を不当に害するおそれがあるものに該当するか否か

について 

地権者が不動産を売却する際の実施機関との信頼関係の重要性は、

上記（３）②に記載のとおりである。 

従って、用地交渉の有無を公にすることになれば、そのことによっ

て、当該地権者が、地域において事業に反対している或いは補償内容

に関して無理な要求をしている等の憶測や誤解が生まれることも考え

られ、そのことによって、実施機関と地権者との信頼関係が損なわれ

る可能性がある。 
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そして、このことは、上記（３）②と同様に、当該工事に伴う一連

の用地取得に係る他の地権者との用地交渉や他の道路工事等に伴う地

権者との用地交渉においても同様である。 

   ③ まとめ 

以上のとおり、本件請求文書の存否を答えるだけで用地交渉の有無

を公にすることとなると認められ、用地交渉の有無は、それを公にす

ることにより、実施機関が土地売買等に関する契約を締結することが

できなくなるなどのおそれがあり、実施機関の当事者としての地位を

不当に害するおそれがあると認められるため、条例第７条第６号イに

規定する不開示情報に該当すると認められる。 

（５）最終判断 

以上(３)及び（４）で検討したとおり、本件請求文書は、その存否を

答えることによって、条例第７条第６号イに規定する不開示情報を開示

することとなると認められるため、実施機関が、条例第１０条に基づき、

本件請求文書の存否を明らかにしないで当該請求を拒否したことは妥当

である。 

 

４ 異議申立人の主張について 

異議申立人は、第３の２（１）のとおり、熊本県提示補償金額等を知り

得る立場であったし、地権者とは情報を共有していたので、条例第１０条

の存否応答拒否には該当しない旨主張している。 

しかしながら、条例に基づく開示請求権は、何人に対しても等しく認め

られているため、異議申立人がどのような立場にあったのかなどの個別の

事情により開示・不開示の判断が変わるものではない。従って、異議申立

人が補償金額等を知り得る立場にあったとしても、そのことは当審査会の

判断に影響を与えるものではない。 

また、異議申立人は、第３の２（２）～（４）のとおり、実施機関の補

償の算定等に問題がある旨主張しているが、当審査会は、これらのことに

ついて判断する立場にはない。 

  

５ 結論 

以上により、冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
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熊本県情報公開審査会 

会     長 馬場  啓 

会長職務代理者 上拂 耕生 

委     員 大脇 成昭 

委     員 立山 淳子 

委     員 田中扶慈子 

 

 

審 査 の 経 過 

 

 

 

年 月 日 

 

審 査 の 経 過 

 

 

 

平成２０年２月２７日 

 

平成２０年３月２６日 

 

平成２０年４月２１日 

 

平成２１年３月１７日 

 

平成２１年４月１３日 

 

平成２１年５月２７日 

 

平成２１年６月２４日 

 

平成２１年７月２２日 

 

平成２１年８月２６日 

 

・諮問（第１４２号） 

 

・実施機関から不開示決定理由説明書を受理 

 

・異議申立人から意見書を受理 

 

・審議 

 

・異議申立人の口頭意見陳述の実施、審議 

 

・実施機関からの説明聴取、審議 

 

・審議 

 

・審議 

 

・審議 
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